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指名随契審査会の運営要領について（通知）



標記について、防衛装備庁における契約事務に関する訓令（平成２７年防衛装備庁

訓令第３４号）第１７条第２項の規定に基づき、別添のとおり定められたので通知す

る。

添付書類：指名随契審査会運営要領

配布区分：長官官房総務官、調達企画課長、原価管理官、企業調査官



指名随契審査会運営要領

（目的）

第１条 この要領は、指名随契審査会（以下「審査会」という。）の組織及び運営並びに

審査会に関し、必要な事項を定めることを目的とする。

（審査会の任務）

第２条 審査会は、防衛装備庁長官（以下「長官」という。）の諮問に応じ、次の事項を

審議し、長官に答申する。

⑴ 指名競争契約又は随意契約の方式の採用の適否に関する事項

⑵ 前各号に掲げる事項に関連して、調達要求書又は仕様書等の内容が適正であるか否

かに関する事項

⑶ 指名競争契約又は随意契約において選定しようとする相手方、選定理由及び根拠

法令の適用条項に関する事項

２ 審査会は、前項に規定する事項の他、随意契約により新規の装備品等又は役務の調

達を行う場合には、当該契約の相手方の選定過程における競争性の確保について審議

する。

（組織）

第３条 審査会は、会長及び委員をもって組織する。

２ 会長は、調達管理部長をもって充てる。

３ 会長に事故がある場合、会長が欠けた場合又は会長が特に指示する場合には、あら

かじめ、会長が指名する委員が会長の職務を代理する。

４ 委員は、常任委員及び非常任委員とし、次の表に掲げる職にある者をもって充てる。

委 員

常 任 委 員 非 常 任 委 員

防衛装備庁長官官房会計官、長官官房監 防衛大学校総務部会計課長

察監査・評価官、調達管理部調達企画課 防衛医科大学校事務局経理部経理課長

長、調達管理部原価管理官、調達事業部 防衛研究所企画部総務課長

需品調達官、調達事業部武器調達官、調 統合幕僚監部総務部総務課会計室長

達事業部電子音響調達官、調達事業部艦 陸上幕僚監部衛生部長、装備計画部装備

船調達官、調達事業部航空機調達官、調 計画課長、武器・化学課長、通信電子課

達事業部輸入調達官、調達管理部調達企 長、航空機課長

画課連絡調整官（陸、海、空）、調達事業 海上幕僚監部装備計画部装備需品課長、

部需品調達官付試作・基盤強化措置室長、艦船・武器課長、航空機課長

調達事業部需品調達官付機械車両室長、 航空幕僚監部装備計画部装備課長、整備



調達事業部武器調達官付弾火薬室長、調 ・補給課長

達事業部電子音響調達官付通信電気室長、航空自衛隊補給本部航空機部長、武器弾

調達事業部電子音響調達官付電子計算機 薬部長、通信電子部長、需品部長、計画

室長、調達事業部艦船調達官付誘導武器 部調達課長

室長、調達事業部航空機調達官付航空機 情報本部総務部総務課長

部品器材室長 防衛監察本部総務課長

防衛装備庁長官官房総務官

（諮問案の作成）

第４条 調達事業部需品調達官、調達事業部武器調達官、調達事業部電子音響調達官、調

達事業部艦船調達官、調達事業部航空機調達官及び調達事業部輸入調達官（以下「物別

調達官」という。）は、装備品等及び役務の調達実施に関する訓令（昭和４９年防衛

庁訓令第４号。以下「訓令」という。）第１１条の規定により調達要求を受理し、訓

令第１５条の規定により審査会に対する諮問を必要とする指名競争契約を行う場合及

び有償援助契約を除く全ての随意契約を行う場合には、諮問案を作成し、調達管理部

調達企画課長（以下「調達企画課長」という。）の合議を経て、調達事業部調達総括官

又は調達事業部総括装備調達官の決裁を受け、調達企画課長に送付するものとする。

２ 前項に規定する諮問案の様式は、別記様式第１及び第２に定めるとおりとする。た

だし、随意契約により新規の装備品等又は役務を調達する場合には、別記様式第３を

あらかじめ大臣官房長、施設等機関の長、統合幕僚長、陸上幕僚長、海上幕僚長、

航空幕僚長、情報本部長、防衛監察監、地方防衛局長又は防衛装備庁長官（以下「

大臣官房長等」という。）から送付を受け、審査会に付議する諮問案に追加するもの

とする。

３ 物別調達官は、調達に必要な準備のための資料の送付を受けた場合は、訓令第１１

条の規定による調達要求の受理に先立ち、当該資料に基づき諮問案を作成し、第１項

に規定する手続を行うことができる。

（審査会の招集）

第５条 会長は、審査会を招集する。

２ 審査会の招集に当たっては、委員並びに大臣官房及び各局の関係する課長及び官

にその日時、場所及び諮問事項を開催日の原則２日前までに通知しなければならな

い。

（審査会の運営）

第６条 会長は、審査会を主宰する。

２ 常任委員（第４項の規定により説明を行う物別調達官を除く。次条において同じ。）

は、審査会に出席し、諮問事項について疑義がある場合には質問し、意見を述べるも

のとする。ただし、やむを得ず出席できない場合にはその代理者を出席させることがで



きる。

３ 非常任委員は、会長が必要と認めて出席を求めた場合又は自ら出席の必要があると

判断した場合には、審査会に出席し、諮問事項について疑義があるときは質問し、意

見を述べるものとする。ただし、やむを得ず出席できない場合には、その代理者を出

席させることができる。

４ 第４条の規定により諮問案を作成した物別調達官は、審査会に出席し、会長の求め

に応じ諮問事項について説明を行うものとする。この場合において、物別調達官は、

必要と認めたときは説明員を帯同することができる。

（定足数）

第７条 審査会は、常任委員及び会長が出席を求めた非常任委員の３分の２以上の出

席がなければ、議事を開き議決することができない。

２ 前条第２項及び第３項ただし書の規定は、前項に定める委員について適用する。

（議決）

第８条 審査会の議決は、出席委員（代理者を含む。）の過半数により決することとし、

可否同数の場合には、会長の決するところによる。ただし、会長は、可否同数の場合

又は可否の差が少数である場合には、議決を保留して再度の審査会の審議に付するこ

とができる。

２ 調達企画課長は、議決された諮問事項に議決の印を押すものとする。

３ 物別調達官は、審査会に付議した結果否決され、当該否決の理由が仕様書作成ま

での過程における競争性の確保についての別記様式第３の内容にあるときは、契約

事務に関する訓令に係る事務要領について（装管調第２５２号。２７．１０．１）

別記様式第３により、大臣官房長等と協議するための所用の措置を採るものとする。

（答申書の作成及び答申）

第９条 調達企画課長は、審査会の議決に基づき、会長の決裁を得て答申書を作成し、

調達事業部調達総括官又は調達事業部総括装備調達官を経て長官にこれを提出するも

のとする。この場合において、委員の意見が分かれた諮問事項には、反対意見を付す

るものとする。

２ 調達企画課長は、長官が答申書のとおり措置することを決定したとき、又は長官か

ら特に指示を受けたときは、その旨を物別調達官に通知するものとする。この場合に

おいて、答申書のとおり措置すると決定されたものについては、議決の印を押した諮問

事項の送付をもって、通知にかえることができる。

（庶務）

第１０条 審査会の庶務は、調達企画課において行う。

（雑則）

第１１条 この要領に定めるもののほか、審査会の議事の手続その他その運営に関し必

要な事項は、審査会が定める。



２ この要領において、調達事業部需品調達官、調達事業部武器調達官、調達事業部電

子音響調達官、調達事業部艦船調達官及び調達事業部航空機調達官は、第４条及び第

６条に規定する事務のうち当該物別調達官の室に係る事務を当該物別調達官の室長に

委任することができる。この場合において、第９条第２項に規定する通知は、物別調達

官にかえて当該室長にあてるものとする。

３ この要領の規定により作成することとされている書類等（書類、調書その他文字、

図形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の

有体物をいう。以下同じ。）については、当該書類等に記載すべき事項を記録した

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、防衛装備庁行政文書管理細則第１章第４第１

項第１号オに規定する業務システム（以下「業務システム」という。）により作成

したものをいう。以下同じ。）の作成をもって、当該書類等の作成に代えることが

できる。この場合において、当該電磁的記録は当該書類等とみなす。

４ この要領の規定による書類等の提出については、当該書類等が電磁的記録をもっ

て作成されている場合には、電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法であっ

て、業務システムを活用するものをいう。次項において同じ。）をもって行うこと

ができる。この場合において、当該書類等への押印の措置は不要とする。

５ 前項の規定により書類等の提出が電磁的方法によって行われたときは、当該書類

等の提出を受けるべき者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録が

された時に当該提出を受けるべき者に到達したものとみなす。

（経過措置）

第１２条 令和６年９月１日の改正前の要領に規定する様式は、当分の間、改正後

の要領に規定する様式とみなして使用することができる。



別記様式第１（第４条関係）

指名随契審査会付議伺

決裁 年 月 日 起案 年 月 日

下記調達につき、別添により指名随契審査会に付議してよろしいか伺う。

調達要求番号 品 名 単位 数量 予算金額

特

記

事

項



別記様式第２（第４条関係）

諮 問 事 項

別 添

第 号

１．契約方式 （選択）＊１

２．調達要求書記載事項

調達要求番号 品 名 数 量 納 期 納入場所

３．仕様書区分 （選択）＊２

４．議案区分 （選択）＊３

５．選定しようとする相手方

相 手 方 名（格付）

６．選定理由

７．適用条項

会計法第29条の３第 項

予決令第 条 第 号

内閣府細則第42条第１項第 号

８．契約条項等

(1) 調達要求書等
年 月 日 入札等予定年月日 年 月 日

受理年月日

１ 入札保証金 （選択）＊４

保証金 ２ 契約保証金 （選択）＊５

３ 違 約 金 10/100

契約方法 （選択）＊６ 前払金の担保 （選択）＊７

契約条項 （選択）＊８

特約条項 （選択）＊９

（選択）＊10

特殊条項

（条項名）

(2) 訓令16条の規定に基づく大臣承認 （選択）＊11

(3) その他



〔記載要領〕

（選択）＊１：「一般（銘柄指定）」、「指名」、「随契」のうち該当する契約方式のいず

れかを記入

（選択）＊２：「新」、「改」、「旧」のうち該当する仕様書区分のいずれかを記入

（選択）＊３：「Ａ」、「Ｂ」のいずれかを記入

（選択）＊４：「５／100」、「免除」のいずれかを記入

（選択）＊５：「10／100」、「免除」のいずれかを記入

（選択）＊６：「確定」、「準確」、「概算」の該当する契約方法のいずれかを記入

（選択）＊７：「有」、「免除」のいずれかを記入

（選択）＊８：適用する基本条項又は特別条項のいずれかを記入

（選択）＊９：適用する特約条項を全て記入

（選択）＊10：「有」、「無」のいずれかを記入

（選択）＊11：「要」、「不要」のいずれかを記入

８．契約条項等は契約条項を除き概定とする。



別記様式第３（第４条関係）

仕様書作成までの過程における競争性の確保について

（新規の装備品等又は役務を随意契約により調達する場合）

調達要求番号：

品 名：

項 事 項 摘 要

１ 見積り又は提案の有無

２ 見積り又は提案の要求内容

見積り又は提案の要求先及
３

びその選定理由

４ 見積り又は提案の提出者名

見積り又は提案の内容及び
５

その評価

見積り又は提案を徴した時
６

期

７ その他

８ 見積り又は提案がない理由

［記載要領］

（注）１の項の摘要欄には、「有」又は「無」のいずれかを記入し、「有」を記入し

た場合は、２の項から７の項までの摘要欄にそれぞれの事項について記載し、「

無」を記入した場合は、８の項の摘要欄に見積り又は提案のない理由を記載す

る。


